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本人確認情報提供事務等を取り巻く状況
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マイナンバー法等の一部改正法（R6.5.27施行）
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社会保障制度等以外における利用拡大

【出典】デジタル社会の実現に向けた重点計画（R6.6.21）
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国家資格等のデジタル化（住基連携）

【出典】国家資格等情報連携・活用システムの概要説明（デジタル庁資料）
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国家資格等のデジタル化（住基連携）

資格名
名簿備付け

機関
資格名

名簿備付け
機関

資格名
名簿備付け

機関

1 医師 厚労省 12 言語聴覚士 厚労省 23 介護福祉士 厚労省

2 歯科医師 厚労省 13 臨床検査技師 厚労省 24 社会福祉士 厚労省

3 薬剤師 厚労省 14 診療工学技士 厚労省 25 精神保健福祉士 厚労省

4 看護師 厚労省 15 診療放射線技師 厚労省 26 公認心理師 文科省･厚労省

5 准看護師
都道府県知事
※関西広域連合
に移譲

16 歯科衛生士 厚労省 27 管理栄養士 厚労省

6 保健師 厚労省 17 歯科技工士 厚労省 28 栄養士 都道府県知事

7 助産師 厚労省 18
あん摩マッサー
ジ指圧師

厚労省 29 保育士 都道府県知事

8 理学療法士 厚労省 19 はり師 厚労省 30 介護支援専門員 都道府県知事

9 作業療法士 厚労省 20 きゅう師 厚労省 31 社会保険労務士 社労士連合会

10 視能訓練士 厚労省 21 柔道整復師 厚労省 32 税理士 税理士会連合会

11 義肢装具士 厚労省 22 救命救急士 厚労省

税・社会保障等に係る32資格について、個人番号利用事務に指定し、住基ネット・戸籍情報連携システム

との連携実施（令和６年度からの順次サービス開始を目標）
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国家資格等のデジタル化（住基連携）

資 格 名 所 管 課
住基の
設置状況

名簿登録数
（R6.4）※1

合格者数等 ※2

R3 R4 R5

栄 養 士
保 健 医 療 部
健 康 増 進 課

未設置 64,347 867 874 822

保 育 士
福 祉 部
こども政策課

未設置 85,474 2,552 2,869 2,482

介護支援専門員
保 健 医 療 部
高 齢 政 策 課

未設置 33,428 589 464 555

※１：介護支援専門員の人数は随時更新のためR6.6末時点
※２：栄養士は合格者数ではなく年度ごとの新規登録者数（免許発行数）

保育士は保育士試験の合格者数と指定保育士養成施設の卒業者数の合計
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住基ネット利用事務の拡大（悉皆調査）

【出典】第58回地方分権改革有識者会議・第163回提案募集検討専門部会 合同会議（R6.6.24）資料
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三層分離の廃止（ｾｷｭﾘﾃｨ対策と利便性の両立）

【出典】国・地方ネットワークの将来像及び実現シナリオに関する検討会
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三層分離の廃止（ｾｷｭﾘﾃｨ対策と利便性の両立）

河野デジタル大臣記者会見要旨（R6.5.31）【抜粋】

国と地方における行政ネットワーク、特に自治体ネットワークにおける「三層の対策」に関連するお知らせ

をしたいと思います。

デジタル庁で、「国・地方ネットワークの将来像及び実現シナリオに関する検討会」を昨年9月に設置いたし

ました。総務省や自治体の協力を得ながら、行政ネットワークの将来像の検討を進めてきて、報告書を本日こ

の後、デジタル庁のウェブサイトに公表します。

報告書では、2030年頃の国・地方の行政ネットワークの将来像ということで、国・地方がそれぞれ独自に整

備してきた行政ネットワークについて、国・地方の適切な役割分担の下、国が主体的に整備するネットワーク

基盤を共用化して、平時のコスト効率を上げるあるいは災害時の強靱性を確保することが必要とされておりま

す。

また、自治体のセキュリティ対策は、これまで境界型防御に依拠した三層の対策によってセキュリティを確

保していましたが、物理的に分けた複数のPCでの業務、あるいはその間をUSBでデータの移動を行うなどの必

要がありました。今後は、この三層の対策をやめて、国において既に導入を始めている省庁共通のネットワー

ク環境であります、GSS（ガバメントソリューションサービス）を参考に、ゼロトラストアーキテクチャの考

え方を導入し、セキュリティを確保することとしております。

これによって、USBメモリを利用せず、一人一台のPCで、効率的に業務あるいはテレワークすることができ

るようになります。
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柔軟な働き方への対応（テレワークの取組等）
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柔軟な働き方への対応（テレワークの取組等）
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スケジュール

区 分

R6（2024）
R7

（2025）
R8

（2026）
R9

（2027）上 期
（4～7月）

中 期
（8～11月）

下 期
（12～3月）

社会保障制度以外への
マイナンバー利用拡大

住基ネットの利用拡大

国家資格等への
マイナンバー活用

三層分離の廃止

県庁舎の移転

国会
審議

調査結果の精査・
改正法案の作成

省庁･自治
体調査

国会
審議

調査結果の精査・
改正法案の作成

利用可能調査

住基ネットとの連携・運用関係課等との調整・システム環境整備等

解体退去1･2号館

3号館・県公館等への入居3号館 改修工事退去

仮移転先への入居

2030年頃を目途

⚫ マイナンバー及び住基ネットの利用拡大について、国が、夏ごろまでに利用事務の調査を進め、来年の通

常国会に改正法案を提出予定

⚫ 国家資格等へのマイナンバー活用について、R6年度の利用開始に向けて県関係課と調整中

⚫ 三層分離の廃止や県庁舎の移転など本人確認情報等提供方法のあり方等に影響が生じるハード整備

について、今後のスケジュールを注視しながら関係課と調整予定

⚫ 本人確認情報提供事務を取り巻く環境が大きく変化する中、県本人確認情報等保護審議会にそれぞ

れの進捗状況等を随時報告


